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〔2002年度 日本農業経済学 会論文集〕

原料畑作地帯における地力問題と地域的副産物利用
一北海道更別村農協における堆肥製造 システムを事例 に一

小林国之

(北海道大学大学院農学研究科)

A Study of a changes in upland farming area of Hokkaido and a role of agricultural 

cooperatives to develop a regional agriculture : A Case Study of Sarabetsu Agricultural 

Cooperatives(Kuniyuki KOBAYASHI)

1.は じめに

　 てん菜やでん原馬鈴薯,小 麦な どに代表 される原料畑作物は早 くから国際競争下におかれ,

価格支持政策に支え られて展開してきたが,80年 代後半になると支持価格が軒並み引き下げら

れた.ま た価格政策の評価基準 も重量取引か ら成分取引へ と変化 して いる.野 菜や米 のように

販売戦略,マ ーケティングによる高付加価値化 という対応が容易にはとれない原料畑作物では,

よ り低コス トで,よ り製品に必要な成分を多 く生産する ことが地域農業に対 して要求 された.

その結果畑作の基本で ある土づ くりの重要性が再認識 され ることにな り地力の維持,増 強への

取 り組みが具体的な課題 となった.

　本稿の課題は,大 規模原料畑作地帯に位置す る北海道十勝地域の更別村 における堆肥製造事

業 を対象 に,ま ず原料畑作物生産 の経済環境の変化が大規模原料畑作地帯で地力問題 の解決と

いう課題 となって発現 した背景を整理する.つ いでその解決のために実施 された畑作副産物を

利用 した堆肥製造事業の内容,さ らには事業の成立要因と成果 を明らかにする.最 後 に事例の

もつ意義 を大規模原料畑作地帯において成立しうる堆肥製造 システム として特徴づけるととも

に,農 協事業として実施す ることの制約につ いて考察する.

2.原 料畑作地帯の再編 と地力問題

　更別村は十勝地域南部に位置 してお り,畑 作地帯か ら酪農地帯へ と十勝中央部を中心として

展開す る同心 円状の農業構造か らみる と畑作と酪農が混在す る周辺部に位置 している.周 辺部

は中央部に比較 して生産性が低 く,そ のため規模が大きい.周 辺部の大規模 原料畑作地帯であ

る更別村は,80年 代後半になると小麦,て ん菜,で ん原馬鈴薯といった作物 の支持価格が軒並

み引き下げ られ,ま た価格政策 においては86年 にはてん菜が重量取引か ら糖分取 引へと変化

し,馬 鈴薯 に関 して もでん原用の品質評価が厳しくなるな どの変化 に迫 られた。

　経営面積が中小規模 な十勝中央部の畑作経営では,そ うした変化に対する一っの方策 として

野菜 の導入 という集約化が進んだのであるが,大 規模な更別村ではさ らなる規模拡大が進んだ
一方で

,生 産力増強に向けた土づ くりの必要性が中央部 に比較 してよ り強まった.

　更別村で は特にてん菜の品質問題として上述 した畑作を巡 る環境変化の影響が現れた.80年

代中頃の更別村 は,化 学肥料を投入 して根重量を増加させ収益を確保 していたが,糖 分取引へ

移行 した ことで地力問題の解 決が大きな課題 となったのである.こ うした背景 を受けて90年 に

農協は堆肥製造事業を開始 した.

3.農 協堆肥製造事業の概要と実績

89年 に,農 協は堆肥製造事業を計画 したが,そ の堆肥製造システムは既存 のもの とは異なる

ほか に類 を見 ない独 自のものであった.堆 肥 は5haの 堆肥盤で,で ん粉かす,て ん菜の遊離土



(出荷時に製糖工場か ら回収 したてん菜に付着 した土),バ ーク堆肥,鶏 糞を原料 として,シ ョ

ベル2台 で7～9回 切 り返 し,年 間最大5万 立方メー トルの堆肥を製造することができる.事

業費合計は5,809万 円であ り,う ち農地取得および火山灰敷設を含む堆肥盤の整備 に2,887万

円(全 額農協負担),シ ョベル2台 に2,922万 円(う ち補助金1,532万 円)で ある.

この堆肥製造 システムの大 きな特徴は,堆 肥の原材料 として畑作 の副産物を利用 しているこ

とである.で ん原馬鈴薯やてん菜 の加工時にはでん粉かすやてん菜 の遊離土が工場廃棄物 とし

て産 出されるので,そ れ らは個々の原料生産農家へ還元 されているが,実 際にはその有効利用

は限 られている.原 料畑作地帯にとってそれら副産物の有効利用は地域の隠れた大 きな課題な

のである.事 例の堆肥製造 システムはそ うした原料畑作物の副産物 を有効利用するという課題

を解決す るものとして事業化されたものである.

堆肥の供給価格は1,500円/立 方メー トルである.製 造コス トは3,200円/立 方 メー トルと

試算 されたが,実 際に流通 している堆肥 の価格は,ア ンケー トの結果によると牛糞堆肥で1,000

円/立 方 メー トルが主流であるため1,500円/立 方メー トルで供給する ことが決定 された.製

造 コス トとの差額 は,1立 方メー トルあた り農協が1,200円,村 が500円 負担 している.

事業実績は初年度の90年 には1万3,847立 方 メー トルであったものが,94年 に2万9,4正7

立方メー トル とな り一挙 に増加 し,そ の後3万 立方メー トル前後で推移 している.堆 肥 を利用

している農家はほぼ固定的で,普 及が一巡 している.2000年 で74戸 が利用し大半が畑作農家

である.村 内に農協堆肥が どのように位置付いているかを畑作専業農家 における土づ くりの実

態 のアンケー ト調査か らみると,農 協堆肥 を利用 している農家は合計で57.5%に 達 してお り,

村 内の土づく りにお いて大きな位置を占めている.堆 肥は主 にてん菜 に施用 されるが,て ん菜

10a当 た りの投入量は1～3立 方メー トル/10aが 主流である。

4.事 業の成立要因と成果

こうした事業が成立 した要因については4点 に整理できる.一 つは処理のあり方に関 してで

ある.当 初 小規模の堆肥製造施設を集落毎 に設置する方法 も検討されたが,施 設整備 コス ト問

題 に加えて,で ん粉かすやてん菜遊離土な どの不特定性(副 産物の産 出元を特定できないとい

う性格)を 有する副産物 を利用するため品質を良質化,安 定化す る必要があるという理由によ

り,一 ヶ所で処理す る方式 を採用 して いる.二 つには利用者 を優先した堆肥の価格設定であ り,

農協経営に余力があったことで堆肥 の製造コス トと販売代金の差額を負担す ることができたの

である.80年 代後半の農協の事業利益は3億 円をやや超 える程度であ り,経 営的にもっとも余

力のある時代であった.し かし堆肥製造事業としてみれば供給量が安定 した94年 以降ほぼ毎

年2,000万 円の赤字であ り,こ の点は一つの問題となって いる.三 つには普及体制である.事

業 を開始す るに際 して,農 協青年部の協力 も得なが ら農事組合単位で堆肥運営協力委員を組織

した.協 力委員は,農 協や役場,普 及セ ンターの土づ くりや堆肥製造施設に関する情報を農事

組合員 に伝える役割を果た した,最 後に,堆 肥の品質および施用試験 を行 うことで技術的な面

か ら農家の土づ くりに対する認識 を高めたことがあげられる.

堆肥製造事業の成果 として大 きく2点 が上げられる.一 つ 目の成果は80年 代後半に問題 と

なっていたてん菜の低糖分 に関して目に見える

形で現れている.表 をみてみると,糖 分率は こ

の間更別で も十勝地域平均でも低下 しているが,

その低下度合 いは更別の方が低 い.ま た反収は

更別 の増加割合が大きい.そ のため粗収益では

更別が十勝地域に比較 して高 くなっている.こ

の間てん菜 は基準糖度帯 の上昇や価格の低下,

また最近は特 に糖分率低下が深刻化 しているが,



更別村では反収の増加によって粗収益を向上させているのである.そ れは農協の販売事業 にも

影響 してお り,て ん菜の販売金額は86年 の数値 を100と す ると99年 では更別が99年 で95.4,

十勝平均76.5と なっている.こ うしたてん菜糖分向上の要因としては単純に堆肥製造事業のみ

ではなく,他 に1)移 植機械の改良によるてん菜移植時期の前進,2)土 地改良による排水性の

向上,3)石 灰 の施用 による土壌PHの 調整i,と いった要因が総合的に作用 して,こ の間の変

化をもた らしたのであるが,そ の一因と しての堆肥供給事業の役割は大きい.次 に,農 協管内

全体で土づ くりに対する認識が向上 した点が上げられる.廃 棄物が堆肥化 され堆肥代の一部を

農協および村が負担することで農協堆肥 の利用が広ま り,そ の ことが土づ くりの重要性 を認識

させ るきっかけ となったのである、そ してそれが農協堆肥 の利用者以外 にも広まることで,村

全体で土づ くりへの取 り組みが進んだのである.

5.考 察

事例の堆肥 製造事業の特徴 の一つは独自な堆肥製造 システムにある.そ の独 自性の第一は,

原料畑作の加工時 に発生する廃棄物であるでん粉かす とてん菜の遊離土 とを堆肥原料 とし,そ

れを地域的 に有効活用 していることである.従 来 は個別農家 に廃棄物が還元 されて利用 は個別

農家に任 されていたためその有効利用が果たされないことも多かったのであるが,堆 肥 システ

ムの設置によって副産物が地域的に有効利用され るようになった.第 二の独 自性は,畜 産から

の有機質は地域外の肉牛農家のバー ク堆肥 を調達 している ことである.事 例地域は酪農 と畑作

との混合地域であるが,北 海道酪農 におけるふん尿処理は経営内利用が優先であ り,経 営外へ

の持ち出 しの場合 には一定の価格 による販売や麦桿など敷料 との交換が一般である.し たがっ

て肉牛や中小家畜地域 の場合のように家畜ふん尿 を廉価で容易に獲得する ことが酪農地域では

困難である.そ うした制約から,事 例地域ではふん尿 を地域外から調達 して いる.し たがって

この堆肥製造システムは原料畑作専業地域あるいは原料畑作 ・酪農混合地域 において成立 しう

る地域的堆肥製造 システムの一般的方法を示 して いるものである.さ らに事例では大規模堆肥

製造施設を一カ所 に集 中配置することで,建 設コス トを低 くさせ,集 中処理 によ り良質 ・安定

な堆肥を製造 しえている.も ちろん実際の事業実施にあたっては組合長,農 協理事者 によるリ
ーダーシップがあった ことも重要な条件にはなっている.そ うした主体的な条件を別 にして,

80年 代後半に大規模原料畑作地帯に迫 られた低コス ト・高品質生産への転換のための地力増強

の一つの方法 として,事 例の堆肥生産方法は位置づけられる.こ の方法が他の市町村 からも注

目されている ことは事例のもつ一般性 の証左であろう.

事例の堆肥 製造事業 のもう一つの特徴 は事業 の実施方法,す なわち農協事業によって実施 さ

れ,農 協 と村 とによる負担で堆肥価格が補填 されたことである.こ のことが大きな要 因となっ

て,堆 肥利用が地域内に普及 し,副 産物が地域 内で循環利用 されることを実現 し,さ らに農家

には反当粗収益の向上,農 協 にはてん菜販売金額の維持(実 際には低下の抑制)と いう成果 を

もた らした,と ころでこのコス ト補填は農協経営の順調さを条件としている。逆 にいうとそう

した条件が整 わなけれ ば,農 協営で事業を実施す ることは大きな制約が ともな う.近 年,農 協

事業収益は低下 してお り,そ の影響で堆肥製造 コス トの補填のあ り方が農協内で課題 となって

いる.事 業運営方式,農 協直営方式の見直 しも必要となって こようが,さ らには地域 内におけ

る副産物利用のための有効な政策的サポー トが地域の多様 な事業に対応 して必要となっている.
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